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また、申請書の提出にあたり提出書類の確認を行いますので、窓口終了時刻(１７時１５分)の

３０分前までには窓口にお越し頂くようご協力をお願いします。

助成金の審査上、影響がある事例

助成金の支給には、内容の審査が必要なため、支給申請から支給決定までにある程度時間を要

します。以下の事例は、確認のための追加書類の提出などで通常の審査よりも時間を要したり、場

合によっては不支給となる事案です。

事例１ 雇い入れ日と雇用保険被保険者取得日（雇用保険加入の日）の相違

★ 雇用関係助成金は、雇入れの初日（試用期間も雇入れに含みます）より雇用保険被保険者

となっていることが原則です。

事例２ 雇用契約書（雇入通知書）と実際の勤務実態の相違

★ 雇用契約書に記載の労働条件と実際の勤務実態が相違していたケース。（所定労働時間、

休日、賃金形態など）

※雇用契約上の所定労働時間が不明確等の場合、助成金の支給ができないことがあります。

なお、ハローワークに申し込んだ求人条件と実際の雇用契約や勤務実態が著しく異なる

場合も法令違反となる場合がありますのでご注意ください。

事例３ 法定労働関係帳簿（労働者名簿、出勤簿、賃金台帳）、会計帳簿（総勘定元帳、仕訳帳、現

金出納帳など）が整備されていない。

★ 法定労働関係帳簿は、労働基準法により労働者を雇用する事業主に作成が義務づけられて

いる書類です。また、会計帳簿は、労働者に対する賃金の支払い、助成対象物品の購入など

の事実の裏付けの確認のためにその写しご提出いただきます。

事例４ 賃金の未払いまたは一部未支給

★ 賃金支給日に賃金が支払われていない場合や実際の残業時間に対する残業手当や深夜手当

を支払っていないケース（労働基準法違反行為）。

事例５ 労働者の退職理由

★ 自己退職とされていた労働者が事業主都合による解雇であることが判明したケース。

事例６ 助成金の支給審査に必要な書類の未提出

★ 助成金センター（ハローワーク）が審査のため、提出を求めた書類について、指定した

期日までに提出されず、審査項目が確認できないため不支給となったケース。

事例７ 助成金の支給申請期間を過ぎた場合

★ 各助成金毎に支給申請期間が定められています。支給申請期間を過ぎた場合は、申請はで

きませんのでご注意ください（天災その他支給申請期間内に助成金の支給を申請しなかった

ことについてやむを得ない理由があるときを除く）。

申請期間が不明確な場合は、必ずご確認ください。

ご注意ください

【残業手当が必要なケース】

・１日の労働時間が８時間を超えた場合又は１週間の労働時間が４０（４４）時間を超えた場合、

その超えた時間分（２５％増）

・週１日又は４週のうち４日間の法定休日に勤務させた場合、その時間分（３５％増）

【深夜手当が必要なケース】

午後１０時から午前５時までの間に勤務させた場合、その時間分（２５％増）

Ｑ１．当社で活用できる助成金が知りたいのですが？

Ａ１：

Ｑ２．雇用保険適用事業所でなければ助成金を受けることはできないのですか？

Ａ２：

Ｑ３．新規学卒者が対象の助成金については大学や専門学校の紹介の場合も該当します

か？

Ａ３：

Ｑ４．助成金申請にあたり、時間外手当の支給や労働者の休日など申請した助成金とは

関係がないような事項が問われるのはどうしてですか？

Ａ４：

Ｑ５．同時に複数の助成金の支給を受けることはできますか？

Ａ５：

Ｑ６．助成金には税金がかかりますか？

Ａ６：

雇用関係助成金に関するＱ＆Ａ

助成金ごとにその目的とする趣旨や制度が異なりますので、助成金等検索表（この冊

子の最初のページ参照）を参考に事業所の採用計画や雇用管理改善計画に適合する助成

金を確認し、各助成金取扱機関の助成金担当窓口でご相談ください。

雇用関係助成金は、雇用保険料の一部を財源として創設されていますので、雇用保険

適用事業所（創業・新設の場合には雇用保険適用事業所となる予定であること）でなけ

れば活用することができません。また、雇用保険適用事業所であっても、労働保険料の

滞納がある場合には支給できない場合もあります。

雇用関係助成金は、雇用創出や労働者の能力開発だけを目的としたものではなく、労

働者が継続して勤務を続けていくことができるよう、事業主に対して、労働関係法令の

遵守や雇用管理改善を促す目的も併せ持っています。そのため、労働関係法令が遵守さ

れていない場合には不支給となることもありますので、ご了承下さい。

助成金には、それぞれ助成目的と助成の対象があります。雇用関係助成金をおおまか

に分類すると、

①雇用創出にあたり投資した設置・整備費用の助成を行うもの

②雇入れた労働者の賃金助成を行うもの

③労働者の能力開発費用の助成を行うもの

④労働環境の改善費用の助成を行うもの

となりますが、助成目的と助成対象が同じでなければ同時に受給すること（併給）は可

能です。

同時に複数の助成金の活用を検討されている場合は、併給が可能か、事前に助成金

担当窓口でご相談ください。

雇用関係助成金は、原則として税金の課税対象となります。

税務申告に関する詳細は、事業所所轄の税務署へお問い合わせください。

一部の助成金はハローワークの紹介を条件としていますが、「助成金の取扱いに係る同意書

」を労働局に提出している学校等（無料職業紹介事業者）の紹介も対象となります。

ハローワーク以外より応募希望の問い合わせがあった時点で、同意書の提出がある職業紹

介事業者の紹介状が交付されているか確認をお願いします。


